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はじめに
　本研究は、現行の会計制度における財務報告において、
環境会計の役割として、開示情報のあり方を探っていくも
のである。近年、非財務情報が重要な価値をもつように
なった。環境会計は、環境コストを把握することを目的と
していたが、今では環境配慮型経営の取組は、企業の持続
的な発展と社会的責任であり、経営方針や経営の意思決定
に役立つ情報として不可欠なものとなっている。
　環境経営に積極的に取組む企業は、企業イメージや企業
評価が高く、企業戦略や差別化をも生みだし、売上高の上
昇もみられる。
　企業の経営環境の変化に伴い非財務情報量は、定量情報
や記述内容が多くなり、情報量の肥大化は、情報の重複
化、理解度の低下を招き始めていることが懸念されてい
る。
　広瀬（2013, p.262）は、今後、ビジネスモデルの変化と
ともに非財務情報がますます重要になり増加傾向にあると
述べ、また非財務情報は、開示規定やガイドラインが存在
していないため、制度設計が立ち遅れていると述べてい
る。
　Richard H.Thaler, Will Tucker（2013, p.8）は、情報開
示の進展によって市場の効率性が高まると述べている。
　非財務情報の開示要請の高まりからも、財務報告におい
て、財務情報と非財務情報との関連性をもたせていく必要
があるだろう。
　先行研究には、ドイツの環境管理会計の手法から応用と
展開の可能性を検討する。また環境管理会計の普及にむけ
た国連持続開発可能（UNDSD）の取組を辿り、環境管理
会計の範囲の拡大について、その必要性を検討する。
　非財務情報の開示の現状については、環境経営に積極的
に取組む企業の環境・CSR 報告書を、企業間で比較し、
その開示内容の現況から統合レポートの必要性を述べる。
　2010年に英国で設立された国際統合報告委員会（IIRC）
は、統合報告の普及を促進している。グローバルな合意を
築くとともに、よりよく複雑性に対応できるフレームワー
ク構築で、さまざまな報告を統合し、まとめていくことで
ある（2011, p.3）。
　ここで新たな環境会計情報の報告アプローチの必要性を
検討する。
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図表１　財務情報の価値関連性の推移（1986－2010）
（出所：加賀谷，2012）
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１ ．財務情報と非財務情報の現状
　現行の会計制度に基づく財務報告は、財務情報と非財務
情報を区分しており、現状の財務報告について十分な非財
務情報が開示されていないという指摘がある。
　加賀谷（2012）の調査によれば、「21世紀に入り企業が
開示する、財務情報の有用性が問題視されている。財務情
報開示の目的の１つは、それが企業の価値を予測するの
に、有用な情報を提供することにある。これを『価値関連
性』という。ところが、こうした価値関連性の低下を裏付
ける実証的な証拠が、相次いで提示されている」と述べて
いる。
　財務情報と非財務情報の関連性のある報告のあり方とし
て、湯田（1999, p.226）は、従来の企業会計目標に、環境
保護目標を加えるためには、それに適合する新たな情報シ
ステムが必要になり、その際の問題として、伝統的企業会
計目標と環境保護目標の間の相互独立、環境保護目標の達
成プロセスを支援する手段の開発を指摘し、その方法論に
は２つの戦略的手法が考えられると述べている。
　①伝統的企業会計目標と環境保護目標を支援する統合会
計システムの開発、②環境保護目標を支援する独立した情
報システムを追加的に開発するもので、伝統的企業会計の
貨幣システムと２本立てで行うことが考えられると述べて
いる。
　年次報告書に非財務情報を組入れた報告を行っている企
業は未だに少なく、環境・CSR 報告書などで、非財務情
報を開示する企業がほとんどである。非財務情報量の肥大
化は、情報の重複化や理解度の低下を招き始めている。
　現況の財務報告において、非財務情報が重要な価値をも
つようになり、情報開示のあり方を見直していく必要があ
るだろう。
　環境会計を導入する必要性については広く認識され、実
施する企業は増加し続けているが、導入メリットは事業規
模などによって差があるため、全ての企業がメリットを得
られるものではない。
　環境・CSR 報告書は、任意作成であり、開示内容は各
企業の裁量に委ねられている。情報の受け手が求める情報
と、開示できる情報にはギャップが生じている。
　環境・CSR 報告書は、企業ごとにフォームや記載方法
にバラつきがある。目標設定、実績評価などは独自の指標
や評価基準で行われている。そのため、記載情報を企業間
で比較することは難しく、一定の評価基準が必要になって
図表２　環境会計の導入状況（売上高別）
（出所：環境省，2010）
図表３　環境報告書の作成状況
（出所：環境省，2012）
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いくだろう。
　環境報告書を作成する企業は、徐々に減少傾向にある
が、従来の報告書から、CSR 報告書の一部として作成す
る企業が増加している（図表４）。
（ １）地球環境問題が企業の財務に与える影響
　近年の異常気象がもたらす未曾有の災害規模は、企業の
財務に巨額のダメージを与えるようになった。1950年代の
わが国の公害問題は、特定の地域に集中していたが、経済
発展とは裏腹に環境を酷使した度重なる負担によって、公
害問題は地球環境問題へと規模を拡大していった。
　わが国は世界に先駆けて深刻な公害問題を発生させたと
して、ドイツのマネジメント関連の文献に、1956年の「日
本政府による水俣病の公式見解の表明」が最初に自然環境
に悪影響を及ぼした出来事になったと論じられている（湯
田，1999, p.28）。
　1960年代まで、先進国は資源やエネルギーは、永久的に
限界がないと考えられていた。現在の環境において、資源
の枯渇問題、環境の悪化により、地球環境を維持する取組
みを行う必要性は高まり続け、企業の経営環境は、利益を
追求するだけではなく、環境に配慮し、改善に向けた取組
み姿勢が評価されるようになった。環境に積極的に取組む
企業イメージは、企業の競争戦略を生み出す新たな付加価
値をもたらしている。
　著しい経済発展を遂げている新興国の環境問題は深刻化
している。特に中国においては、1950年代のわが国の公害
問題を彷彿とさせており、早急な対策が行われなければな
らない現況にあろう。
　企業の環境コストや、財務状況を把握するうえで環境会
計は、重要な会計ツールの役割を担っているだろう。
　現行の会計制度の機能および範囲の拡大の必要性は、環
境に起因する情報を十分に開示し、非財務情報を財務情報
へと組入れ、情報の関連性を高めていくことになるだろ
う。
２ ．ドイツの環境管理会計の発展経緯
　旧西ドイツを中心に、社会報告書として利用されていた
ゾチアルビランツは、1970年代から80年代はじめにかけ
て、展開されていた環境情報の報告書である。1980年代を
ピークに情報の信頼性が低いことなどの批判から、急速に
停滞していった。その後、エコロジカルな部分と、将来に
対する潜在的なリスクを明示する、企業経営者のエコロ
ジーな経営意識を実行するうえで、重要な情報を提供する
ことができる、エコビランツが登場する。エコビランツ
は、多くの研究者や研究機関によって、次第に材料・エネ
ルギー・エコビランツや企業のための、エコビランツに応
用されていった（湯田，1999, p.66）。
　湯田（1999, p231）は、伝統的企業会計目標と環境保護
目標を、同時に達する統合型の会計情報システムを構築す
る必要があるとして、貨幣計算の環境原価計算と物量計算
の環境負荷計算（エコビランツ）の２つの計算を組み合わ
せることによって、環境会計情報システムの中核を、構築
することが可能になると述べている。
３ ．環境・CSR報告の比較可能性
　環境経営に積極的に取組み、実績評価の高い４社を取り
上げて、環境・CSR 情報の開示情報を比較し、開示情報
の現状から統合レポートの必要性を検討する。
図表４　公害問題から地球環境問題へ
（出所：環境省（2010）より筆者作成）
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　電子機器業界は、早い段階から環境報告に対する取組が
進められていることから、富士通、東芝、シャープ、富士
ゼロックスの環境データを用いて、開示情報の現状をそれ
ぞれ見ていく。
４ ．統合報告の必要性
　近年、注目を集め始めた統合報告は、財務報告のあり方
をより良い報告書へと導くものとして、非財務情報との関
連性を持たせた、情報開示の普及が進められている。
　IIRC CEO の Paul Druckman 氏は、2011年の後半から
2013年にかけて、統合報告のフレームワークの目的と役割
を明確にしながら、統合報告の重要性を広めている。統合
報告のフレームワークは2013年末までにまとめられた最終
版が公表され、2014年に向けた協議が開始される予定であ
る。IIRC Independent Director の Jane Diplock 氏は、「財
務のみに焦点を当てるのではなく、よりホリスティックな
報告によって、真の長期的価値を報告する企業が実際に存
在すれば、長期的投資の実践に向けて、より大きな自信を
与えることができるだろう。」と述べている（会計・監査
ジャーナル，2013）。
　非財務情報を財務情報に組込む報告内容はまだ少なく、
財務報告では区分された情報であるために、財務情報と非
財務情報の関連性が低く見えているだろう。
　川野（2013, p.23参照）は、企業の管理会計に求められ
るのは、経営成績と財政状態の向上の最終結果としての企
業価値向上に結び付く、ストーリー化１された管理会計体
系の構築であると述べている。
　現行の会計制度における財務報告の現状において、財務
情報と非財務情報の関連性を高め、より透明性の高い財務
報告としての機能を持たせていく必要があるだろう。
　企業の経営環境の変化とともに、情報開示のあり方も見
直していかなければならないだろう。環境に起因する情報
量が増加していく中で、非財務情報が有用な情報として利
用されなければならない。非財務情報を財務情報に組み入
れていく必要性は、会計情報に非財務情報が、十分に開示
されていないことなどから、財務報告の信頼性の低下を招
き始めている。情報を必要としている側に対して、企業の
価値・評価を適切に理解し把握するための情報として、機
能することができなくなってきているのではないかという
指摘がある。
　近年の環境経営に役立つ環境会計であるために、新たな
フレームワーク構築を検討していく必要性があるだろう。
注
１）ストーリー化
 　管理会計の手法が個々に活用されるのではなく、相互
の因果関係を持ちながら、相乗効果を生みだしていく統
合化され管理会計制度である（川野，2013, p.23）。
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